
議会運営委員会 協議事項 令和５．６．15（木）午 前 1 0 時

１ 本会議５日目の運営について 

２ 意見書等の調整について

（１）「最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書」の採択を求める陳情書 

                    （静岡県労働組合評議会 議長 菊池 仁さん提出） 

（２）国内民間建立慰霊碑の維持管理対策のさらなる充実を求める意見書（自由民主党浜松提出） 

（３）営農型太陽光発電の農地転用許可基準の法制化を求める意見書 （自由民主党浜松提出）

（４）子育て支援に対する制限の撤廃を求める意見書          （市民クラブ提出）

（５）第３号被保険者制度の見直しを求める意見書           （市民クラブ提出）

（６）特別支援学校・学級等の教員等の適切な増員に向けた支援を求める意見書（公明党提出）

（７）薬剤耐性菌感染症の蔓延防止への取組体制の強化を求める意見書    （公明党提出）

（８）酪農経営の存続に向けた支援を求める意見書            （創造浜松提出）

（９）森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書         （創造浜松提出）

（10）マダニが媒介する重症熱性血小板減少症候群（ＳＦＴＳ）の治療法の確立を 

求める意見書                    （日本共産党浜松市議団提出） 

３ ９月定例会の質問等について（議運のみ） 
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議 事 日 程 （第１０号） 

令和５年６月１６日（金）午前１０時開議 

第 １ 会議録署名議員指名 

第 ２ 代 表 質 問 

議 事 の 順 序 （第５日） 

令和５年６月１６日（金）午前１０時開議 

１ 開 議 の 宣 告 

２ 会議録署名議員指名 

３ 代 表 質 問 

４ 休 会 の 決 定 

５ 散 会 の 宣 告 
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自由民主党浜松提出 

国内民間建立慰霊碑の維持管理対策のさらなる充実を求める意見書（案） 

 国は、平成28年度から、建立者等が不明で、適切な維持管理が行われず、倒

壊等の危険がある慰霊碑について、適切な対応を図るため、都道府県及び市町

村が行う管理状況不良の慰霊碑の移設または埋設への取組を補助する国内民間

建立慰霊碑移設等事業を始めた。さらに、令和元年度には、高齢のために建立

者等が自ら維持管理を行うことが困難と認められる場合にも建立者等が不明に

準じる状態とし、補助対象の範囲を拡大した。 

 こうした制度を活用した移設や撤去等が行われているが、平成31年４月時点

の国内民間建立慰霊碑は１万6235基で、そのうち、管理状況が不良、やや不良

は合わせて780基、不明は1495基ある。本市においても、慰霊碑は194基存在し、

建立時期は明治、大正、昭和、平成、不明などの中、地震等の災害による倒壊、

破損の危険性がある。さらに、高齢化する遺族としても、慰霊の場は守りたい

が、慰霊碑の次世代への継承、存続・撤廃への葛藤など、今後の課題への問い

に、明確な答えを見出せない中で、関係者による維持管理は限界に近づいてい

る。 

 よって、国においては、国内民間建立慰霊碑移設等事業実施要綱及び事業費

補助金交付要綱を早急に見直すとともに、本事業の実施主体である都道府県ま

たは市町村との連携強化を図り、慰霊碑の維持管理対策のさらなる充実を推進

するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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自由民主党浜松提出 

営農型太陽光発電の農地転用許可基準の法制化を求める意見書（案） 

 東日本大震災を起因とする原子力発電施設の一部稼働停止、さらには地政学

的緊張による電力価格の上昇や脱炭素の流れの加速により、電力需給が逼迫し

ている。 

 このような状況の中、営農型太陽光発電が注目を集め、多くの事業者が参入

している。営農型太陽光発電は、10 アール当たりの収穫量が地域平均の８割を

確保することを条件として、農地に支柱を立て、上部空間に太陽光パネルを設

置して発電し、農業と発電を両立させるものとなっている。当初は農業者の収

入拡大を大いに期待されていたが、現在は農地所有者、太陽光発電事業者、下

部農地耕作者に分かれ、農地が適切に耕作されていないケースが多く発生して

いる。 

営農型太陽光発電設備の設置については、農地転用許可が必要となっている

ものの、この許可制度の取扱いは平成 25 年３月の農林水産省から各自治体への

通知にとどまり、改善指導や是正指導についての明確な農地転用許可基準が示

されておらず、通知による運用は限界に達している状況である。 

よって、国においては、市町村が作成する農地利用の見通しを明確化する「地

域計画」に支障を生じさせないために、適切な営農確保と悪質な事業者の参入

を防ぐ等の農地転用許可基準を法制するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。
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市民クラブ提出 

子育て支援に対する制限の撤廃を求める意見書（案） 

厚生労働省によると、2022年の出生数は、前年より４万3169人少ない79万

9728人となり、統計開始以来、初めて80万人を割り込んだ。少子高齢化による

人口減少対策が我が国において最重要課題の１つとなっており、その解決を図

るべく、幼児教育・保育の無償化などが開始されたが、出生数の減少に歯止め

がかかっていない。国や自治体が実施する子育て支援策には子どもに対する年

齢制限や親の所得に関する制限が設けられているものがあり、支援の対象から

外れてしまう子どもが多くいるのが現状である。 

子育ての負担軽減に対する措置は、各自治体において独自の支援拡充を行っ

ており、自治体間で格差が生じる要因となっている。本来こうした施策は自治

体間で違いがあるべきものではなく、国における基準に基づき一律に適用され

るべきものであり、子育てに対する制限の撤廃は必須である。 

よって、国においては、安心して子どもを産み育てることができる環境づく

りに向け、特に下記の事項について措置を講じるよう強く要望する。 

記 

１ 多子世帯における保育料軽減措置の第１子に対する年齢制限を撤廃するこ

と。 

２ 今後検討されるものも含め、子育て支援策に対しては全て所得制限を設け

ないこと。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ修正 

多子世帯への保育料負担軽減策の年齢制限撤廃を求める意見書（案） 

厚生労働省によると、2022年の出生数は、前年より４万3169人少ない79万

9728人となり、統計開始以来、初めて80万人を割り込んだ。少子高齢化による

人口減少対策が我が国において最重要課題の一つとなっており、その解決を図

るべく、幼児教育・保育の無償化などが開始されたが、出生数の減少に歯止め

がかかっていない。 

国の子育て支援策の多くには、子どもに対する年齢制限や親の所得に関する

制限が設けられ、支援の対象から外れてしまう子どもが多くいる現状がある。 

そのため、自治体の一部には独自に支援の拡充を行っているケースもあるが、

かえって自治体間で子育てへの負担感に格差を生じさせてしまっている。 

本来、子育て支援策に自治体間格差があるべきではなく、国の基準に基づく

一律適用が望ましく、その原因となる様々な制限は撤廃されるべきと考える。

特に、保育施設の保育料について現在は、多子世帯に対する第２子半額・第

３子無償の負担軽減策は設けられているものの、世帯年収360万円未満相当の

場合を除き、小学校就学以降の児童は児童数に算入しないことになっているた

め、きょうだいの年齢構成によっては保育料軽減や保育所等の副食費免除が適

用されず、負担を感じる世帯が多い実態がある。 

よって、国においては、現在多子世帯への保育料負担軽減策に設けられてい

る第１子に対する年齢制限を撤廃し、安心して第２子以降も産み育てることが

できる環境づくりの推進を強く要望する。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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市民クラブ提出 

第３号被保険者制度の見直しを求める意見書（案） 

日本では、少子高齢化の進展により1995年に8716万人であった生産年齢人口の

減少が進んでおり、2030年には6875万人まで減少すると推計されている。一方で、

厚生年金保険や共済組合等に加入している会社員や公務員に扶養されている配偶

者のうち、原則として年収が130万円未満の20歳以上60歳未満の第３号被保険者に

該当する人は800万人いると言われているが、この第３号被保険者の中には、その

制度上、いわゆる「税金の壁」と「社会保険の壁」のため、年収がこれらを超え

ないように就業時間調整をしている人が多い実態にある。 

第３号被保険者制度については、労働者にとっては物価高騰への対応や経験を

積むことによる時間給アップを望むものの、時間給アップは労働時間の減少に直

結し、就業時間の調整が必要となってしまう。一方で、雇用者にとっても「壁」

という上限による就業時間の減少は、就労時間に自由度がなくなり、労働者と雇

用者の双方ともにデメリットのみが目立つことになり、浜松市内においても能力

に見合った時間給としたいが、就業時間が減少するのは困ると悩んでいる雇用者

がいる実態にある。 

このような中、最近行われた民間調査では、「壁」が撤廃された場合に130万円

を超える年収を希望する層が多くいることも分かったことから、生産年齢人口の

減少が進む中でも、働き手や労働時間を増やすためには、本制度対象の多くを占

める女性の「働く意欲」を阻んでいるとも言われている第３号被保険者制度の見

直しは急務となっている。 

よって、国においては、下記事項について措置を講じるなどの見直しを行うこ

とを強く要望する。 

記 

１ 労働者、雇用者の双方がともに就業時間の選択に対する自由度が増え、かつ

シンプルな制度とすること。 

２ 短時間労働で働く背景の一つに、育児・介護などによる時間的制限があるこ

とから、働き方や性別を問わず、全ての労働者が育児・介護等と仕事を両立で

きる環境を整備すること。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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公明党提出 

特別支援学校・学級等の教員等の適切な増員に向けた支援を求める意見書（案） 

文部科学省の「学校基本調査」によると、特別支援教育を受ける児童・生徒は年々

増加しており、この10年間で特別支援学校は学校数が約11％増加、児童・生徒数は約

14.3％増加、特別支援学級は1.6倍に増え、児童・生徒数は2.1倍に増加している。ま

た、通級による指導を受けている児童・生徒数は約2.6倍に増え、教育現場では新たな

特別支援教育体制の整備が必要になっている。 

このような状況に適切に対処するためには、特別支援学校・学級等への専門的な知

識や経験を持った教員等の増員が必要不可欠である。また、今日の共生社会の形成に

向けて、「障害者の権利に関する条約」に基づき、子供たちの多様性を尊重するインク

ルーシブ教育システムの構築が求められており、そのためにも我が国の特別支援教育

のさらなる拡充が必要である。 

よって、国においては、医療的ケアを含めた特別支援教育が必要な子供の増加や、

さまざまな障害のある児童・生徒に的確に対応した教育を実現するため、特別支援学

校・学級等への教員等の適切な増員に向けて、下記の事項について財政措置を含めた

特段の措置を講じるよう強く要望する。 

記 

１ 保護者や関係機関に対する学校の窓口であり、また学校内の関係者や福祉・医療

等の関係機関との連絡調整の役割を担い、子供たちのニーズに合わせた支援をサポ

ートする特別支援教育コーディネーターの適切な増員と専任化を行うこと。 

２ 医療的ケアが必要な子供や、障害のある子供への支援を的確に実施するため、看

護師、ＳＴ（言語聴覚士）、ＯＴ（作業療法士）、ＰＴ（理学療法士）等の専門家を

必要に応じて適切に増員できるよう支援すること。 

３ 特別支援学校における教育の質の向上の観点から、大学等における特別支援教育

に関する科目の修得促進等、教職員に対する特別支援学校教諭免許状の取得支援強

化を行うこと。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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公明党提出 

薬剤耐性菌感染症の蔓延防止への取組体制の強化を求める意見書（案） 

抗生物質などの現行の抗菌薬が効かなくなる薬剤耐性（ＡＭＲ）を持つ細菌の発生

により、医療機関において患者への適切な治療や手術時の感染予防などが困難となる

サイレント・パンデミック（薬剤耐性菌感染症）が世界的に発生している。 

この薬剤耐性菌の影響について、英政府支援のもとで進められた「ＡＭＲに関する

影響評価」では、2050年には年間1000万人以上の死亡者数が予測されており、できる

限り早い段階で、薬剤耐性菌による感染症の蔓延を防止する体制を整えることが必要

である。 

しかしながら、最も重要な新規抗菌薬については開発難易度が非常に高く、多額の

費用を要するだけでなく、将来的な感染動向の予測もできない上、抗菌薬の特性から

投与期間が短いことなど開発投資の回収を見通せないことから、それらの開発から撤

退する企業が相次いでいる。 

このような背景の下、ＡＭＲに効果がある新規抗菌薬開発を支援する動きが各国で

活発になっており、Ｇ７首脳会議の保健財務大臣会合において市場インセンティブが

具体的に検討されており、我が国においても抗菌薬確保支援事業による検討を開始し

た。 

よって、国においては、地域社会の危機管理と安全保障の観点から、薬剤耐性対策

を国家戦略として、感染予防・管理、研究開発・創薬、国際協力等を着実に推進する

など、薬剤耐性菌感染症の蔓延防止への取組体制を強化するよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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創造浜松提出 

酪農経営の存続に向けた支援を求める意見書(案) 

安全で健やかな国民の食生活に不可欠な牛乳・乳製品の原料となる生乳は、

酪農家による朝夕の搾乳や給餌作業など年中無休の環境の中で生産されている。

また、生乳は、人が利用できない草資源から生み出されるものであり、自給飼

料の生産や農作物生産における堆肥の利活用を通じ、国土保全や循環型農業の

実現に大きく寄与している。 

一方、新型コロナウイルス感染症の蔓延により生乳受給のバランスが大きく

崩れたこと、また、ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギー、穀物の価格高

騰や円安の進展等により、配合飼料等あらゆる生産資材が高騰した結果、酪農

経営は、危機的な状況に追い込まれている。 

さらに、10 年ほど前に起きたバター不足への対応として、「畜産クラスター事

業」など増産に向けての施策が手厚く施され、今般、ようやくその成果が現れ

てきたにもかかわらず、現在の供給過多の状況等を理由に、国の酪農経営改善

緊急支援事業では施策の方向性が減産に転じられており、酪農農家には戸惑い

が広がっている。このことは、乳牛に限らず、農家戸数及び飼養頭数が静岡県

下で上位を占める本市の畜産においても、大きな影響を与えている。 

よって、国においては、国民生活に不可欠な生乳の安定生産に向け、酪農家

が安心して経営を存続できるよう、下記の事項について引き続き措置するよう

強く要望する。 

記 

１ 牛乳・乳製品の消費拡大と消費者の理解醸成に向けた取組及び国内生産の

牛乳・乳製品の輸出拡大に向けた取組に対し支援すること。 

２ 配合飼料価格安定制度の適切な運用及び機能強化を図ること。 

３ 耕畜連携や飼料生産に係る取組及び水田を含めた飼料基盤における自給飼

料生産の維持・増産の取組に対し支援すること。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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創造浜松提出 

森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書（案） 

 2016 年に発効されたパリ協定の枠組みの下、我が国は 2050 年カーボンニュー

トラルの実現を表明するととともに、2021 年 10 月に閣議決定された地球温暖化

対策計画においては、中期目標としての温室効果ガス排出削減目標を 2013 年度

比で26％から 46％に引き上げることとした。また、森林吸収量目標についても、

約 2780ｔ―ＣＯ （2.0％）から 3800ｔ―ＣＯ （2.7％）に引き上げられたこと

から、森林整備等の森林吸収源対策を一層推進することが重要となっている。 

 こうした中、国は、森林整備等に係る地方財源を安定的に確保するため、森

林環境譲与税により地方の実情に応じた取組を支援するとともに、新たな森林

林業基本計画を策定し、森林整備から木材需要創出までの取組を総合的に支援

している。本市においても、森林整備や路網整備、林業の担い手確保・育成、

スマート林業推進に取り組むほか、山地災害予防、地元産材流通・販路拡大に

向け、森林環境譲与税を活用している。 

 しかしながら、現在の森林環境譲与税の譲与基準では、総額の 10 分の３が人

口案分により算定・配分されていることから、人口の少ない山間部では十分な

事業財源を確保できない状況にある。一方で、人口の多い都市部では十分に活

用されない事例も散見されることに加え、譲与開始から３年が経過する中、森

林吸収源対策の重要性は、2019 年の森林環境税及び森林環境譲与税の創設時に

も増して高まっていることから、各自治体の森林整備の取組や施策の効果を検

証しつつ、見直しの検討を行う必要がある。 

 よって、国においては、林業に係る財政需要がより大きい地方公共団体が、

実情に応じて森林整備や路網整備、林業の担い手確保などに十分に取り組むこ

とができるよう、森林環境譲与税の譲与基準の見直しを行うよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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マダニが媒介する重症熱性血小板減少症候群（ＳＦＴＳ）の治療法の確立を求

める意見書（案） 

マダニが媒介する重症熱性血小板減少症候群（ＳＦＴＳ）ウイルスの人への

感染が脅威となっている。国立感染症研究所の調査によると、感染は西日本各

地に広がり、東海から関東へと拡大を続けている。 

2013年に人への感染が山口県で確認されてから今年で10年となるが、本年５

月14日時点までの約10年間に30都道府県で累計847人の感染が確認され、約３割

が死亡した。 

マダニは野山や農地に潜んでいるが、イノシシや鹿、アライグマなど野生動

物に付着・寄生して移動し、農作業や林業の現場に持ち込まれる。農村や山林

の荒廃で接触機会が増え、感染リスクが高まっており、今年の感染者は過去最

多を更新した昨年の116人を上回る勢いで増えている。 

ＳＦＴＳに感染すると発熱や血小板と白血球の減少に伴い、臓器出血や脳症

による意識障害などが起こり、最悪の場合、死に至る。 

ＳＦＴＳは、狂犬病やマラリアと同様、感染症法の「４類」に指定されてい

るが、有効な治療薬やワクチンはなく、現状では対症療法しか打つ手がない。

治療法の確立とワクチンの研究・開発は待ったなしである。 

よって、国においては、食料安全保障の観点からも、ＳＦＴＳの治療法の確

立を早急に推進するよう強く要望する。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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